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研究成果の概要（和文）：本研究の目的はクラウドコンピューティングの経済的影響を動学的確率的一般均衡モデルに
よって計測することである。最初にモデルの各パラメータに実証的基礎を与える作業を実施した。具体的には東京証券
取引所上場企業を対象に郵送調査を実施して上場企業のうち10％が純粋な意味のクラウドコンピューティングを実施し
ている事実を発見した。この発見を基礎に日本経済の動学的シミュレーションを実行した。この結果日本経済の全要素
生産性は10％上昇することが判明した。またインパルス反応関数により、国民総生産は一旦上昇した後減少するが、総
投資、資本ストック、労働供給は増加することが判明した。社会的厚生については不明確であった。

研究成果の概要（英文）：The object of this research is to estimate the effect of cloud computing system to
 Japanese economy based on the dynamic stochastic general equilibrium model, DSGE model. At the first step
 the mailing surveys to the listed companies at Tokyo Stock Exchange Market were conducted in three times.
 Then it was clarified that the 10 percent of listed companies employed pure cloud computing system, so-ca
lled public computing system. At the second step a dynamic simulation of DSGE model was conducted by this 
statistical finding. Then it was estimated that the total factor productivity will increase in 10 percent.
 At the third step all of the impulse response functions were examined. Then it was clarified that GNP dec
reased, investment, capital stock and labor supply increased, wages decreased and the consumptions decreas
ed in the long run. The trend of social welfare was ambiguous.
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１．研究開始当初の背景 
(1)過去 10 年間、研究代表者の鵜飼は、情報
通信技術が経済に及ぼす影響について実証
的研究に従事してきた。すなわち世界最初に
金融情報システムを経済的に分析し、不完全
競争市場を前提として情報通信技術革新と
経済の関係を世界最初に体系的に分析した。
しかしながら、上記の研究は企業を中心とし
た供給側の分析にとどまっていた。われわれ
と同時期に情報通信技術の経済分析を開始
したハーバード大学 D. W. Jorgenson の全要
素生産性分析、マサチューセッツ工科大学 E. 
Brynjolfsson の企業価値分析、ツールーズ大
学 J. Tirole の産業組織論的分析も同様に供
給側の分析であった。 
 
(2)経済政策から見れば、情報通信技術が経
済成長や生産性上昇に寄与するという命題
を検証するだけでは十分ではない。分析しな
ければならないことは、情報通信技術の発展
が個々の市民の消費・貯蓄行動、労働供給行
動にどのような影響を与えているかという
ことである。このためには現代マクロ経済学
の標準的ツールとなっている動学的確率的
一般均衡モデル（DSGE モデル）を用いる必要
があった。 
 
(3)研究開始当初の時点では、動学的確率的
一般均衡モデル（DSGE モデル）を用いた情報
通信技術の経済分析はミラノ大学 F. Etro が
2009 年に開始したばかりであった。従って、
供給面の分析で高い研究実績を持つわれわ
れが当該分野で世界の研究をリードするこ
とが期待された。 
 
２．研究の目的 
（1）本研究の第 1 の目的はクラウドコンピ
ューティングの経済的影響を日本経済の現
実のデータを基礎にして構築された動学的
確率的一般均衡モデル（DSGE モデル）によっ
て計測することである。 
 
（2）本研究の第 2 の目的は動学的確率的一
般均衡モデル（DSGE モデル）に基づく経済シ
ミュレーションの結果が新しい種類の経済
調査を誘発するような課題を提示すること
である。 
 
３．研究の方法 
(1)第１段階として動学的確率的一般均衡モ
デル（DSGE モデル）を構成する割引率、減価
償却率、労働時間、技術格差などの各パラメ
ータに実証的基礎を与える作業を実施した。
具体的には東京証券取引所上場企業を対象
に 3度にわたる郵送調査を実施した。 
 
(2) 第 2段階として郵送調査の結果の統計分
析によるいくつかの新発見を基礎に、動学的
確率的一般均衡モデル（DSGE モデル）を構築
して、日本経済の長期的シミュレーションを

実行した。 
 
(3) 第 3 段階として 14 種類のインパルス反
応関数の観察により、経済の長期的動向を検
討した。 
 
４．研究成果 
(1)第 1 の研究成果として東京証券取引所上
場企業のうち 10％が純粋な意味のクラウド
コンピューティング（通称・パブリッククラ
ウド）を実施している事実を発見した。 
 
(2) 第 2の研究成果として生産部門をクラウ
ド化された企業群とクラウド化されていな
い企業群のふたつに分割した動学的確率的
一般均衡モデル（DSGE モデル）を構築して、
日本経済のシミュレーションを実行した結
果、日本経済の全要素生産性は 10％上昇する
ことが推定された。 
 
(3) 第 3 の研究成果として 14 種類のインパ
ルス反応関数の観察により、国民総生産は一
旦増加した後減少するが、総投資は増加し、
資本ストックも労働供給も増加することが
判明した。しかし時間当たり賃金は減少し、
総消費も減少することが判明した。社会的厚
生の長期的動向については不明確であった。 
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